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研究要旨 
 目的：1）月経困難症や骨粗鬆症などの女性特有の疾患や、女性の生活習慣病による社会的損失を
働力の観点、医療費の観点、介護費の観点から検討し、女性の健康の社会経済学的影響について明ら
かにする。2）職場や地域における女性の健康増進に係る取組の好事例の収集し、3）それらの取組に
よる健康増進の社会経済学的評価をすることである。 
 方法：1) 2014年の社会医療診療行為別調査、患者調査、賃金構造基本統計調査、労働力調査の公
開データを用いて女性の罹病による医療費および生産性損失の計算を計算した。2)総務庁統計局の
2017年の労働力調査、厚生労働省：2016年賃金構造基本統計調査の概況を用いて、疾 患・出産・
育児・介護による離職の労働力損失を算定した。3)全国で働く 20～65歳未満の女性 2000名に対し
web調査を実施した。4)全国の「えるぼし」や「くるみん」認定企業を対象に、女性支援事業の内容、
事業費、効果として、女性の休職率・離職率を調査し、費用便益を検討した。5)生涯を通じた女性の
健康支援」「ライフプラン」「ライフデザイン」等の健康教育事業を実施している都道府県に焦点を当
て、先駆的取り組みまたは良い取り組みを行っている自治体にインタビュー調査を実施し、事例集を
作成した。6）「くるみん」「えるぼし」「健康経営」「なでしこ銘柄」等の認定を複数受けている事業
所 125 社のうち同意の得られた事業所の人事労務担当者に女性の健康支援についてインタビューに
より事業所の事例を収集した。 
 結果：1）女性の罹病による社会的損失の合計は 28.7 兆円であり、GDP の 5％に相当した。損失
の大きい女性の疾患は、消化器系疾患（4.7兆円）循環器系疾患（4.6兆円）、新生物（2.7兆円）、筋
骨格・結合組織の疾患（2.4兆円）であった。女性の生活習慣病の社会的損失は 9.2兆円であり、女
性特有の疾患の社会的損失は 2.3兆円であった。2)健康上の理由、出産・育児・介護のために離職し
て就職を希望しているが仕事につけない女性の労働生産性の損失は、3.7兆円であり、GDPの 0.7%
に該当した。3)月経関連の不快な症状のある者のうち、産婦人科の受診者は 19.0％、産業医・保健師
に相談した者は 1.8％であった。子宮頸がん・乳がん検診は、50～60％が未受診であった。受けない
理由は、時間がない、場所が遠い、費用が高いと回答した者が 80～90％であった。職場の女性の健
康問題の相談窓口ついて、92％の者がない・わからないと回答した。87.9％の女性が健康情報をイン
ターネットから得ており、事業所、自治体の情報を利用している者は少なかった。4) 14企業から回
答を得た。検診実施率は乳がん超音波検査 6 割、子宮頸がん細胞 7 割であったが、月経随伴症状の
聴取、骨密度測定の実施率は４割以下であった。女性の健康の相談窓口を設置している企業は 2社に
過ぎず、女性の罹患状況が把握されていなかった。1 次から 3 次の予防対策の実施率は 25%以下で
あった。予防対策の費用に対して便益が低い企業があった。5）８都道府県５市町村と取り組みを事
例集に掲載した。自治体が乳がん、子宮がん、妊娠・出産、不妊、婦人科疾患を取り上げ、ポスター、
パンフレット、ホームページを活用した健康教育、学校、企業への出張教育、乳がん、子宮がんの健
診受診率の向上対策、保健師、助産による健康相談窓口の設置をしていた。しかし、企業との連携は
少なく、協会けんぽとの連携は皆無であった 6）回答した７事業所は規模に関わらず、乳がんと子宮
がん検診を全国平均よりも高い受診率を実現していた。しかし、中小企業では、健康教育、相談窓口、
仕事と治療の両立支援が困難であった。 
 結論：女性の健康にかかわる予防から治療、就労継続までの包括的な支援のために、インターネッ
トによる女性の健康情報の提供や、自治体が実施する健康教育や相談窓口を企業、教育機関が共同利
用することや、自治体、企業、協会けんぽが連携して、乳がん、子宮がん健診の勧奨を企業、大学に
依頼し、医療機関と情報共有して両立支援を行うシステムを構築する必要性が示唆された。 
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A. 研究目的 

 我が国では 1990 年代から新健康フロンティ

ア戦略等に基づき、妊娠・出産時や疾病予防等個

別の健康施策が行われてきたが、生涯にわたる

女性の健康や出産・育児と仕事の両立という視

点からの包括的支援については十分とは言えな

い状況である。特に全国 57か所で実施されてい

る女性健康支援センター事業の年間相談件数は

21,396件（2013年）、平均相談件数は 1施設あ

たり 400件 1)と十分に活用されているとは言い

難く、女性が相談しやすい環境づくりが課題と

なっている。研究分担者（五十嵐）は月経随伴症

状、乳がん、子宮頸がん、子宮内膜の婦人科系疾

患を抱える働く女性の年間の医療費支出1.42兆

円と生産性損失 4.95兆円を合計すると、6.37兆

円と推計した 2)。一方、女性や子供の健康への

投資がどのように高い経済便益をもたらすかに

ついて、2035年まで年１人 5ドル健康支出を増

やすことで最高でその 9 倍社会経済的便益をも

らすことが報告された 3)。しかしながら、女性

の各ライフステージに 

おける女性の健康の社会経済学的影響や包括的

支援事業の費用便益は十分に明らかになってい

ないのでそのような研究が必要である。 

 そこで、本研究の目的は、1）月経困難症や骨

粗鬆症などの女性特有の疾患や、女性の生活習

慣病による社会的損失を働力の観点、医療費の

観点、介護費の観点から検討し、女性の健康の社

会経済学的影響について明らかにする。2）職場

や地域における女性の健康増進に係る取組の好

事例の収集し、3）それらの取組による健康増進

の社会経済学的評価をすることである。 

 

B. 研究方法  

以下の調査を実施した。 

 調査 1)女性の健康問題が社会経済的側面に及

ぼす影響に関する系統的レビュー：コクラン、

Pub-Med、ProQuest、医学中央雑誌等を用いて

以下のテーマの文献をレビューした。女性特有

の疾 患（乳がん、子宮頸がん、子宮内膜症、月

経困難症、骨粗鬆症、メンタルヘルス不調等）の

治療や予防の費用や費用対効果、女性の疾病・出

産・介護による就業中断の労働力損失、生産性低

下、企業による女性の健康増進、就業・復職支援

サービスの種類、費用。自治体の女性支援にかか

る事業費など効果。 

 調査 2)女性の特有の疾患の医療費および生産

性損失の計算：使用データは、2014年の「社会



5 
 

医療診療行為別調査」、「患者調査」、「賃金構造基

本統計調査」、および「労働力調査」の公開デー

タを用いた。推計式は、疾患分類別年間医療費＝

Σ1 日診療単価×年間受療日数＝Σ1 日診療単

価×推計患者数×診療日数、罹病による生産性

損失＝１日あたり所得×（総患者日数－受療日

数）×就業率×就業率低下×生産力係数とした。 

 調査 3)疾患・出産・育児・介護による離職の

労働力損失の計算：総務庁統計局の 2017年の労

働力調査および、厚生労働省の 2016 年賃金構

造基本統計調査の概況を用いて、以下の式で算

定した。年間合計賃金＝月額賃金×12ヶ月×女

性人数 

 調査 4)働く女性に対する web調査：全国で働

く 20～65 歳未満の女性 2000 名に対し平成 30

年 1月に web調査を実施した。 

 調査 5)自治体調査：自治体による女性の健康

支援の内容、産業医、医療機関との連携の費用お

よび効果を明らかにする。対象は都道府県の女

性の健康支援担当部署、女性健康支援センター、

市民健康課 全国市町村に質問紙調査を行う。

調査項目は、女性の健康相談事業の有無、相談件

数（電話、面接）、女性の健康講座の有無、内容、

対象者、実施回数、女性の健康に関する冊子、パ

ンフレット、リーフレットの作成等の実施状況

と費用を記載してもらった。 

 調査 6)企業調査：全国の「えるぼし」や「く

るみん」認定企業をを対象に、女性支援事業の内

容、事業費、および効果として、女性の就業継続

率・休職率・離職率を調査し、費用便益を検討し

た。 

 調査 7) 自治体の事例：生涯を通じた女性の健

康支援」「ライフプラン」「ライフデザイン」等の

健康教育事業を実施している都道府県に焦点を

当て、先駆的取り組みまたは良い取り組みを行

っている自治体にインタビュー調査を実施し、

事例集を作成した。 

 調査 8）事業所の事例：「くるみん」「えるぼし」

「健康経営」「なでしこ銘柄」等の認定を複数受

けている事業所 125社に、2018年 8月に調査依

頼を配布し、同意の得られた事業所の人事労務

担当者に女性の健康支援についてインタビュー

調査を行った。 

  

４.倫理面への配慮 

 調査者宛てに、調査依頼書を郵送し、目的、方

法および倫理的配慮を書面で説明し、書面で調

査協力の同意の返信の得られた者を対象とした。

本研究は、研究代表者 飯島佐知子の所属機関

である順天堂大学医療看護学研究科研究等倫理

審査承認後に実施した（順看倫第 29-36号）。 

 

C. 研究結果および D. 考察 

 調査 1) 文献レビュー：本邦における女性の

健康プログラムは、介護予防運動、メンタルヘル

ス、子宮頸がん検診、運動、月経、乳がん検診、

更年期健康教室開催であった。高齢女性を対象

とした介護予防運動プログラムが多い傾向にあ

り、その他は疾病予防等に関するプログラムで

あった。諸外国の地域における女性の健康増進

プログラムについては、運動、HIV、性感染症予

防、乳がん・子宮頸がんスクリーニング、栄養改

善、母乳育児推進であった。諸外国の職場におけ

る女性の健康支援プログラムは、乳がん、婦人科

がん患者の職場復帰、女性医療者に対する体重

減少、産後休暇中の女性への管理者による電話

介入がそれぞれ 1 件であった。男女を介入対象

とした研究は 5 件であり、全てが肥満対策の研
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究であった。地域および職場の健康プログラム

については Pub Med を用いて文献レビューを

行ったが、対象となった論文は全て海外で実施

されたものであり、日本で実施された研究はな

かった。 

 調査 2）女性の特有の疾患の医療費および生

産性損失の計算：女性の罹病による医療費の総

計は 18.2兆円、生産性費用の総計は 10．5兆円

で合計 28.7兆円となり、2017年の実質 GDPの

5％に相当した。損失の大きい女性の疾患は、消

化器系疾患（4.7兆円）循環器系疾患（4.6兆円）、

新生物（2.7兆円）、筋骨格・結合組織の疾患（2.4

兆円）であった。また、内分泌、栄養代謝疾患

（2.0兆円）をあわせた生活習慣病の医療費と生

産性費用の合計は 9.2 兆円であった。女性特有

の疾患の医療費と生産性費用は、乳房悪性新生

物が 4283億円、子宮悪性新生物 1287億円、月

経障害及び閉経周辺期障害 1342億円、乳房・女

性生殖器の疾患 5554 億円、妊娠，分娩・産褥 

3689億円、骨の密度・構造の障害 1342億円で

あった。合計 2.3 兆円で女性の罹病に要する医

療費と生産性費用の 8％を占めていた。 

 調査 3)疾患・出産・育児・介護による離職の

労働力損失の計算： 疾患・出産・育児・介護に

よる離職の労働力損失の計算： 2017 年に健康

上の理由、出産・育児・介護のために離職して就

職を希望しているが仕事につけない女性 108万

人の労働生産性の損失は、3兆 7334億円であっ

た。就業できない女性の労働生産性の損失の

48.6％を占め、名目 GDPの 546兆円の 0.7%に

該当した。 

 調査 4)働く女性に対する web調査：月経痛・

月経前の症状を感じない者は少なく、多くの女

性が月経痛・月経前の症状を感じながら働いて

いた。月経前、月経中の症状や更年期症状等不快

な症状があった時の対応では、産婦人科を受診

した者は 19.0％のみであり、産業医・保健師に

相談した者は 1.8％のみであった。女性特有の症

状について学習する機会を設ける、日常生活を

見直すきっかけづくりを行うことや、職場や地

域等で気軽に相談できる体制を構築していく必

要がある。子宮頸がん検診、乳がん検診は、50

～60％が受けていない（受ける予定はない）と

回答した。子宮頸がん検診、乳がん検診の費用

は、職場から費用の一部または全額補助を受け

た者は 30％程度であった。検診を受けない理由

として、時間がない、場所が遠い、費用が高い、

機会がないと回答したものは 80～90％であっ

た。時間、費用、機会を提供することができれば

受検率が上昇し、早期発見、治療に繋げることが

期待できる。職場での女性の健康問題について

の相談窓口は、92％の者がないまたはわからな

いと回答していた。健康情報については、87.9％

の者がインターネットから情報を得ていると回

答していたことから、正しい知識をインターネ

ット上で提供できることが重要であるといえる 

 調査 5)自治体調査：：回収率は都道府県健康

増進課 57.4％、男女共同参画センター66％、市

町村 29.5％であった。女性の健康相談事業につ

いては、ほとんどの自治体が女性に限定せず、広

く住民に対し健康相談として実施していた。健

康講座については、命の教育、赤ちゃんふれあい

体験、思春期の心と身体、乳がん、子宮頸がん検

診、更年期の心と身体、妊娠・出産・育児中の女

性向けの講座、DV、デート DV、女性の健康が

多かった。パンフレット類の配布については、乳

がん、子宮頸がん検診についてのものが多かっ

た。母子衛生研究会が作成し市販されている「女
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性のための健康」を相談者、健康講座参加者に配

布している自治体もあった。女性の健康に関す

る HP 上の情報提供では、乳がん・子宮頸がん

検診受診促進や、女性の健康週間についての周

知を行っている自治体が多かった。調査回答者

からは、女性に特化した健康づくりという事業

の組み立てはほとんどないため、複数の課への

アンケート記載依頼等回答に苦慮したとの意見

があり、女性の健康について、同じ自治体であっ

てもすべてを網羅的に把握している部署はなく、

それぞれの部署がそれぞれ実施している現状が

明らかとなった。 

 調査 6)企業調査：14社から回答を得た。業種

はサービス業 29% ,派遣 22％、銀行 14%,情報通

信 14%、製造業７％、医療福祉７％で、従業員

数は 20-3750 人であった。検診実施率は乳がん

超音波検査 6割、子宮頸がん細胞 7割であった

が、マンモグラフィ、月経随伴症状の聴取、骨密

度測定の実施率は４割以下であった。婦人科関

連の相談窓口を設置している企業は、14社中 2

社に過ぎず、婦人科疾患の罹患状況が把握され

ず、医療機関への紹介がされていなかった。1次

から 3次の予防対策の実施率は 25%以下であっ

た。予防対策の実施状況とそれに要した費用は

関連がなく、資源が適切に使用されていない可

能性が示唆された。また、予防対策の費用に対し

て便益が低い企業があった。 

 調査 7)自治体の事例：８都道府県５市町村と

取り組みを事例集に掲載した。自治体が取り上

げている女性の健康リスクは、乳がん、子宮が

ん、妊娠・出産、不妊、婦人科疾患であった。一

次予防として、パンフレット、ポスター、チラシ、

ホームページ、携帯アプリケーションを活用し

た広報による健康教育を実施していたが、その

効果を評価している自治体は少なかった。また、

地域住民、企業、中学校、高校、大学生を対象と

した健康教育を実施していた。2次予防として、

乳がん、子宮がんの健診受診率の向上対策、保健

師、助産による健康相談窓口の設置をしている

自治体は３箇所であった。企業や教育機関など

他機関の連携について、自治体が行う健康教育

にかかわる出張講義を思春期や青年期などの対

象集団に行うための場所を提供していた。特筆

すべきは、相模裸子の「がん検診受診促進パート

ナー制度」で企業と自治体が共同して健診受診

率の向上に取り組んでいた。 

また、大学と共同で、教育プログラムを開発して

いた。横須賀市では、健康相談窓口を大学教員が

担当していた。しかしながら、協会けんぽや他の

保険者との連携をしている自治体はなかった。 

 調査８) （1）回答を得た７事業所のうち中小

企業 2社、大企業 5社であった。女性職員割合

は 16.6％〜83.4％であった。業種は、サービス、

通信、金融、医療福祉、製造３社であった。 

（2）健康教育：本調査の回答企業７社のうち、 

 大企業では保健師が乳がん、貧血、骨密度測

定、更年期、月経随伴症状へのセルフケアの方法

などを集合教育やイントラネット、社内報等を

用いて教育しており、米国の報告と同様であっ

た。しかし、中小事企業では女性の健康に特化し

た教育を実施していなかった。中小企業の健康

教育は自治体や保険者の作成した各種のパンフ

レットを「女性の健康推進室 ヘルスケアラボ」

等に一括掲載して有効活用できる体制の整備が

必要と思われる． 

（3）相談窓口：大企業では女性の医療職を配置

していた。しかしならが、女性の医療職による相

談窓口のない事業所は３社であった。しかし、中
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小企業では、協会けんぽの保健師から相談サー

ビスを受けていた。また、女性の職場における健

康リスクに対応した専門知識を持った産業保健

師による電話やインターネットによる相談サー

ビスを行う自治体や企業を活用して安価に相談

サービスを共有できるシステムが必要と思われ

る。 

（4）婦人科疾患の検診：７事業所で事業規模に

かかわらず検診費用を保険者または事業所の負

担で実施しており、事業所内の定期検診や会社

帰りに立ち寄れる提携病院で受診できる工夫を

して、未受診者に繰り返し受診勧告をおこって

いた。その結果、乳がん受診率は 60.0％、89.8％、

93.4 ％、100％、子宮頸部細胞診受診率は

40.5％ 、80.3％、 83.3％、 100％であった。企

業内の健診のコール・リコールを実施するため

には、協会けんぽが、国立がんセンターや自治体

のパンフレットを活用した方法を企業の健康管

理担当職員に情報提供することで、受診率を高

める可能性がある。 

（5）仕事と治療の両立支援：大企業では乳がん

などについて産業医・保健師と病院が連携し、段

階的な復職支援を実施していた。中小企業では、

受診は短時間勤務で対応し必要時に上司が付き

添う事業所もあった。中小企業では、治療と就業

継続支援、復職支援の実現が困難であった。これ

に対して、「がん種別就労支援ガイダンス」など

を活用して、中小企業や非正規の社員も支援で

きるシステムの導入が望まれる。 

(6) 各種休暇、時差出勤、短時間勤務制度 

本調査の回答企業７社の勤務制度は、短時間勤

務制度は４社であり、フレックスタイムが２社、

試しし出勤制度が３社であり、通院や復職には

比較的柔軟に対応可能な企業が多かった。一方、

一般的な中小企業の就業規則では、短時間勤務

制度が存在せず、身分保障機関が 6 ヶ月未満で

あるため、乳がん、子宮がんの患者や通院や復職

できない場合がある。これに対しては「選択制が

ん罹患社員用就業規則標準フォーマット」を使

用して、エビデンスに基づいて患者の状態にあ

わせた就業規則の作成を支援することが必要で

ある。 

 (7)支援の成果の評価方法、支援に対する費用 

 女性の健康支援の成果指標として、休職者数、

離職者数、受診率、有所見率、疾患別死亡率 が

ん罹患率、ストレスチェック、傷病手当の支給

額、傷病手当の受給者の職員数に対する割合、労

働生産性の評価は、職員１人あたりの当期純利

益などで、職員１人あたりが生産した付加価値

を評価していた。また、新規入職者の職場の選択

理由の回答数を理由に挙げている企業も見られ

た。さらに、Presenteeismを評価し、その要因

調査を調査している事業所もあり、先駆的な取

り組みがなされていた。しかし、取り組みに要し

た費用を把握している事業所は少なかった。 

 今後、事業所間の健康関連の取り組みを評価

し比較し、より効率的なシステムを構築するた

めには複数の疾患、事業所で比較可能な共通の

アウトカム指標を設定し、費用効果を評価する

研究が必要である 

 

E. 結論 

＜本研究の政策提言＞ 

 1)女性の罹病による社会的損失は 28.7兆円と

なり、2017 年の実質 GDP の 5％に相当した。

生活習慣病による損失は 9.2 兆円、女性特有の

疾患損失は 2.3 兆円であった。女性特有の疾患

は出産年齢や働き盛りの女性の罹患者が多いた
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め医療費よりも労働生産性の損失の方が大きか

った。 

 2）女性に関わる健康問題について、鉄欠乏性

貧血、痩せ、婦人科疾患、妊娠、不妊、更年期障

害、骨粗鬆症など女性特有の疾患などを予防か

ら治療、就労継続まで、大企業の正規雇用者のみ

ならず、中小企業、大学生、非正規雇用者にも、

保健組合、企業、自治体、教育機関が連携して包

括的に支援する必要性が示された。 

 2）女性の健康支援として、乳がん、子宮がん

検診の受診勧奨、病気の治療、不妊治療、出産、

育児、介護との両立のうち、各種休暇、時差出勤、

短時間勤務制度による支援は、事業所の規模に

関わらず実施可能であった。 

3)乳がん、子宮がん健診の受診率の向上のため

には、事業所の定期健診の項目に含めたり、コー

ル・リコールを企業内で従業員個人に実施する

ことの有効性が示唆されたため、自治体や協会

けんぽが、事業所の健康管理担当職員に情報提

供し連携する必要がある。また子宮がん健診の

受診勧奨は非正規雇用者と大学生にも実施する

システムの構築が急務である。 

 4）大企業は、女性特有の疾患に関する健康教

育の実施、相談窓口の設置、疾患の治療と就業継

続支援、復職支援や医療機関との連携を実施し

ていた。しかし、中小企業は実施していなかっ

た。中小企業における女性の健康教育は自治体

の作成した各種のパンフレットを「女性の健康

推進室 ヘルスケアラボ」に掲載してダウンロー

ドできるようにすると有効活用が可能になると

思われる。相談窓口は協会けんぽや自治体の保

健師と連携や、あるいは相談サービスを提供す

る企業を活用して、複数の中小企業が保健指導

サービスを共有することで改善される可能性が

ある。 

  5) 中小企業では、治療と就業継続支援、復職

支援の実現が困難であった。これに対して、「が

ん種別就労支援ガイダンス」などを活用して、中

小企業や非正規の社員も支援できるシステムの

導入が望まれる。また、一般的な中小企業の就業

規則では、短時間勤務制度が存在せず、身分保障

機関が 6 ヶ月未満であるため、乳がん、子宮が

んの患者や通院や復職できない場合がある。こ

れに対しては「選択制がん罹患社員用就業規則

標準フォーマット」を使用して、エビデンスに基

づいて患者の状態にあわせた就業規則の作成を

支援することが必要である。 

 6) 支援の成果の評価方法 

 今後、事業所間の健康関連の取り組みを評価

し比較し、より効率的なシステムを構築するた

めには複数の疾患、事業所で比較可能な共通の

アウトカム指標を設定し、費用効果を評価する

研究が必要である 

 

F. 健康危険情報 

特になし                                         
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女性のライフコースの変化と妊娠・出産・育児 

保健の科学 59（10）, 652-658, 2017. 

２. 西岡笑子, 飯島佐知子, 坂本めぐみ, 三上由

美子. 職場における女性の健康支援プログラム

についての文献レビュー . 日本健康学会

誌,83,174-175,2017. 

3. 西岡笑子 わが国の性教育の歴史的変遷と

リプロダクティブヘルス/ライツ 日本衛生学
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3. 西岡笑子 思春期性教育と妊孕性認識の研
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